[bookmark: OLE_LINK1]様式第１号（第８条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
福岡県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所在地）
（名称）
（フリガナ）
（代表者名）
（自署又は記名押印）
[bookmark: _GoBack]
新たな観光地域づくり補助金交付申請書


新たな観光地域づくり補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　補助対象経費					　　　　円

２　補助金交付申請額					　　　　円

３　補助事業の開始及び完了予定年月日			
年	月	日　　～　　　年	月	日　　

４　補助対象者の役員名簿　　　別紙１のとおり

５　誓約書　　　　　　　　　　別紙２のとおり

６　課税・免税事業者届出書　　別紙３のとおり

７　添付書類
（１）事業計画書（様式第２号）
（２）収支予算書（様式第３号）




別紙１

役員名簿
	役 職 名
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)
氏 名
	性 別
	生 年 月 日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日

	
	
	男 ・ 女
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
年　　月　　日




[bookmark: OLE_LINK5]別紙２
誓　　約　　書
年　  月　  日
福岡県知事　殿										
申請者の住所　
                                      商号又は名称　
                                      代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
											
　新たな観光地域づくり補助金の交付申請に当たり、申請者及び申請者の全役員は下記のことを誓約します。					
　この誓約の内容と事実が反することが判明した場合は、当該事実に関して福岡県が行う一切の措置に対して異議の申立てを行いません。							　　
また、新たな観光地域づくり補助金の交付決定後にこの誓約の内容と事実が反することが判明し、交付決定の全部又は一部が取り消された場合には、福岡県に対し、当該補助金の全部又は一部を返還します。
なお、この誓約書の内容について、福岡県が福岡県警察本部に照会することを承諾します。
記
１　申請者は、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団ではありません。				
２ 申請者は、法第２条第６号に規定する暴力団員が役員等になっている団体ではありません。	
３ 申請者は、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者が役員等になっている団体ではありません。										
４ 申請者及び申請者の役員等は、次に掲げる暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体ではありません。
（１）	暴力団員が事業主又は役員に就任している団体				
（２）	暴力団員が実質的に運営している団体					
（３）	暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している団体	
（４）	契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結している団体
（５）	暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している団体	
（６）	暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している団体			
５　申請者が実施する事業(事業の準備を含む。）により暴力団を利することとならないようにするとともに、県が実施する暴力団の排除に関する施策に協力します。
６　上記のほか、関係法令を遵守するとともに、暴力団の排除を推進し、県民の安全で平穏な生活の確保及び福岡県における社会経済活動の健全な発展に寄与します。
別紙３

　　　　　　　　　　　　　　　　　 課税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業者届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　 免税


　年　　月　　日　


福岡県知事　殿

申請者の住所　
                                      商号又は名称　
                                      代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　課税事業者
　　下記の期間については、消費税法の　　　　　（同法第９条第１項本文の規定によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　免税事業者
　　　　　　　　　　　が免除される事業者でない。
　り消費税を納める義務　　　　　　　　　　　　　）である（となる予定である）の
　　　　　　　　　　　を免除されている。
　で、その旨届け出ます。

記



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日から
　　　　　　　　課税期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日まで

